












北星学園大学 経済学部  
増田辰良 
 




































































































































































ラスの関係（Cochran and Wood, 1984: Waddock and Graves, 1997）、マイナスの関係（Shane 





















える効果は余裕資源論(the slack resources theory)と呼ばれている。これは社内に貢献活動へ
活用できる資源（資金）が余分にある、ということである。評判が経営成果を高めるように作







(Average assets)、売上高成長率(Sales growth)、営業収入成長率(Operating income growth）、
②市場基準(market performance)として超過収益(Alpha)、総収益(Total return)、③会計リス
ク基準(accounting risk)として資産・負債比率(Debt/assets)、営業収入の標準偏差(Standard 
deviation of operating income)、営業挺率(Operating leverage)、④市場リスク基準(market 





















双方向的な関係（成果⇔活動）については Waddock and Graves (1997)も検証している。
[彼らは Corporate social performance という概念を使用しているが、これは Corporate social 
responsibility の一指標である。McWillams and Siegel(2000)を参照せよ。] Waddock and 








判断することは困難である。Waddock and Graves (1997)が分析した企業は雇用者数、資産額、
売上高などの規模でみる限り、大企業である（Table 2, p.309 参照）。 
検証結果によると、3 つの経営指標（資産収益率：Return on assets, 株式収益率：Return 
on equity, 売上高収益率：Return on sales）は貢献活動とプラスでかつ統計上も有意な相関
関係があった。これは余裕資源論(the slack resources theory)を支持している。また、逆に貢
献活動はこの 3 つの収益を高める作用もしていた。これは優秀な経営論 (the good 
management theory)を支持していた。すなわち両者の間には、双方向的な関係のあることが
確認できた。 

























対象とするサンプル数はフォーチュン誌（Fortune 1998 年）から抽出した 157 社である。
企業規模は総資産額でみて 300 億ドルから 10 億ドルまでの幅がある。従属変数の寄付行為と
して 2 つの指標を採用する。 
第一は、企業が慈善団体や財団へ直接寄付した寄付金額(the sum of its cash gifts)。 
第二は、慈善団体が直接企業や財団から受け取った資金総額(the sum of funds) 。 





検証方法として、この 2 つの仮説を同時に検証する AMOS(Analysis of Moment 
Structures)を使う。検証結果をみると、キャッシュフローはいずれの寄付金額ともプラスで
かつ統計上有意な関係があった。よって仮説 1 は支持された。これ以外の変数で仮説 1 を支
持するものは、製品差別化（売上高に占める販売管理費）、平均寄付額（従属変数 1 の平均値）、





Brammer and Millington (2005)は企業の評判を高める要因としての貢献活動を分析し
ている。サンプル数は 140 から 209 である。貢献活動への関わり方として人員の提供、設備
の提供と資金の提供などが考えられる。このうち Brammer and Millington (2005)は寄付行為
である資金の提供が企業の評判に与える効果があることを明らかにしている。最初に、イギリ






















Dennis et al. (2009) は企業の現金による寄付行為 (cash contributions) を決定する要
因について検証している。寄付行為は Carrolls(1979)の定義うち、裁量的責任に分類できる。
また最高経営責任者の諸属性や寄付行為への裁量権との間にある関係を分析している。サンプ


















Bucar and Hisrich(2001) は自営者 (independent entrepreneurs) と雇われ経営者











献活動の目的すら公表していないものもある(Thompson and Smith,1991; Van Auken and 
Ireland,1982)。しかし 1980 年代前半の先行研究をみると、中小企業の経営者も貢献活動には
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企業(public firms)である。企業の規模は、売上高でみて平均 8600 万ドル程度であり、この規
模を Buchholtz, et al. (1999)は中規模であると言っている。平均寄付額は 259,000 ドルであ
る。 
従属変数は、寄付金額[現金(in-cash)と現物(in-kind)を現金化した金額との合計額]の対数
値である。説明変数は 4 個である。 
1．企業規模：売上高の対数値。 
2．経営資源：慈善活動をするだけの余裕資金(slack)が組織にあるという意味で、売上高収益




4 個の説明変数と寄付金額との間にある関係を検証するために、変数を上記の順番で 1 個





小さく、全ての変数（5 個）を含めても最大 0.193 であり、決して大きくない。このことは寄
付行為を決定する説明変数が他にあることを意味している。 
Joyner and Payne (2002)は貢献活動に熱心であると評価されている 2 社を取り上げ分析
している。インタビュー方式で貢献活動と事業との間にある関係を検証している。 
Ａ社；建設業、業歴は 30 年以上、年間売上高は 1 億 5000 万ドル。 











Joyner and Payne (2002)は因果関係を検証していないので、こうした貢献活動が経営成
果を改善するか否かについては明言できない。 
Besser and Miller (2004)は、“地域社会を改善する貢献活動は企業の繁栄に繋がる”とい
う考え方(the enlightened self-interest rational)を大きく 2 つに分けて議論している。 
第一は、相互利益論(the shared fate rational)であり、貢献活動は長期的にみて企業と地
域の双方にとって利益をもたらす、という考え方である。 
第二は、広報・宣伝論(the public relations rational）であり、会社の広報・宣伝的な意
図をもった貢献活動である。つまり貢献活動を通じて会社のイメージを高めれば、それは会社
の繁栄に繋がる、という考え方である。 
Besser and Miller (2004)は、最初に、この 2 つの理論を決定付ける要因を検証する。次
に、この 2 つの理論を説明変数に含めて、対地域との関係で、企業にとってのリスキー(risky)
な貢献活動とノンリスキー(non risky)なそれを決める要因について検証している。 
分析対象サンプル数は 715 社であり、従業員数が 20 人以下からなる経営者の貢献活動を
分析する。サンプル全体の平均従業員数は 2.8 人（標準偏差は 3.37）である。社員のいない






















れたことがあるか否か。サンプル数の 14％が Yes と回答していた。事業の開始後に、市民団
体（商工会議所）、PTA などにおいて指導的立場になったことがあるか否か。44％が Yes と回
 10












企業の立地する地域の人口規模が 9999 人以下を 1、これ以上を 0 とするダミー変数を採用す
る。サンプル数の約 59％は 9999 人以下の地域に立地している。社歴（齢）の平均は 16.3 年
である。経営者の学歴は平均すると、専門学校卒と大学卒との間にある。高校卒以下＝1、大







































る。これは Besser and Miller (2004)が採用した変数以外に貢献活動の決定を説明する要因が
あることを意味している。 




支持するか、強く反対するか(To what extent do you agree or disagree with this statement? 






さらに経営者に関わる 6 つの属性と貢献活動との間にある関係を検証している。 
①学歴は貢献活動の実施とプラスで統計上も有意な関係があった。これは上級の教育機関へ進
学するほど、貢献活動に関わるカリキュラムが用意されていることの結果かもしれない。ただ










最後に Carroll(1979)の定義した 4 つの貢献活動を包括的に分析している、Burton and 
Goldsby (2009)を紹介する。Burton and Goldsby (2009)は小規模企業（サンプル数の半分以




な質問項目は Carroll(1979)の定義した貢献活動のうち、少なくとも 1 つに取り組んでいる時
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間数を尋ねることと、貢献活動の重要度を順序づけてもらうことであった。こうして収集した
サンプル数は 401 社である。 
サンプルの特徴をみると、約 80％は男性経営者である。年齢は 36 歳から 55 歳までが約
3 分の 2 を占めている。在職年数は平均で 15 年である。社歴（歳）は平均 32 年である。学
歴は約 58％が学士号を取得している。企業規模を従業員数と年間売上高でみると、約 50％が










こうした前提のもとで、次に 2 つの仮説を提示する。経営者が Carroll(1979)の定義した
4 つの貢献活動（さらに非経済的要素＝地域関連）に属する利害関係者たちに対処する時間数






があった。例えば、Stanwick and Stanwick (1998)は収益率の高い大企業の貢献活動に取り


















本稿が分析するデータは 2007 年 10 月に日本政策金融公庫が融資した企業のうち、その後約
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定通りに返済している企業から 10,000 社を無作為に抽出し、「地域貢献に関するアンケート」
を郵送し、回収したものである。回収件数は 3,065 社（回収率 30.7％）である。このアンケ
ート調査では、大きく 6 領域の貢献活動を設定し、さらに領域ごとに具体的な活動（31）分






19 人以下の従業員規模が約 90％を占めている。分析対象とするサンプルでみても 19 人以下
が約 80％以上を占めている。売上高規模では 1 億円以上が最大の割合を占めている。少ない
従業員数で堅実に売上高を確保していることが分かる。事業所の立地する地域での人口規模を





















イ二乗検定と t 検定によって評価する。サンプル数は 2444 である。具体的な活動として 31
分野のうち、いずれかの活動を実施している場合を貢献活動が“ある”、とする。このサンプ
ル数は 1130 である。いずれの活動も実施していない場合のサンプル数は 1314 である。こう



















































業歴をみると、黒字化している割合は 5 年以上 30 年未満において高いが、赤字化している企
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454 である。データは表 5 に掲載した。これは 31 分野の貢献活動のうち、「最も力を入れて
いる活動」を実施するために備えていること（注 6）、という変数を加えた場合のデータ数である。




















属変数は 31 個の貢献活動のうち、いずれかを実施している場合を 1、いずれも実施していな























る企業（交差項）の貢献活動は活発であった。また Smith and Oakley(1994)も人口規模の小
さな都市に立地する企業は道徳的責任という貢献活動に寄与していることを確認している。こ






























































































































①貢献活動(N=2444)=α0 + Σ(αi・業歴)+α2・(株式会社) +α3・Log(従業員数)  
+ α4・(高齢化) + Σ(αi・交差項) +α5・(加入団体数)  
+ α6・Log (創業者) +α7・(年齢) +α8・男性) 
+ Σ（αi・売上高規模）+ Σ（αi・業種）+ ui              
従属変数は社会貢献活動を実施していれば 1、実施していなければ 0とする。 
 
②採算(N=632)=α0 + Σ(αi・業歴)+α2・(株式会社) +α3・Log(従業員数)  
+ α4・(高齢化) + Σ(αi・交差項) +α5・(加入団体数)  
+ α6・Log (創業者) +α7・(年齢) +α8・男性) 
+ Σ（αi・貢献活動）+ Σ（αi・活動を始めた理由） 
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+ Σ（αi・業種）+ ui              
従属変数は黒字化傾向であれば 1、赤字化傾向であれば 0とする。 
 
③採算(N=454)= α0 +Σ(αi・業歴)+α2・(株式会社) +α3・Log(従業員数)  
+ α4・(高齢化) +Σ(αi・交差項) +α5・(加入団体数)  
+ α6・Log (創業者) +α7・(年齢) +α8・男性) 
+ Σ（αi・貢献活動）+ Σ（αi・活動を始めた理由） 
+ Σ（αi・活動のための準備）+ Σ（αi・業種）+ ui               




















































































































クラブ」がある。2008 年 5 月現在、法人会員（1990 年 11 月発足）は 268 社、個人会員（1989
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従業員数規模 N=3054 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
１～4人 53.2 51.4 39.2 37.9
5～9 23.9 24.3 25.9 26.2
10～19 13.4 13.8 20.1 19.6
20以上 9.5 10.5 14.7 16.3
合計 100% 100% 100% 100%
売上高規模 N=2903 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
1000万円以下 15.5 13.8 11.7 11.0
1000～3000万円未満 25.2 18.8 17.7 16.7
3000～5000万円未満 13.8 12.0 12.5 12.8
5000～1億円 16.3 14.0 17.7 17.8
1億円以上 29.2 25.6 40.3 41.6
合計 100% 100% 100% 100%
人口規模 N=2910 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
人口100万人以上の市
（東京23区を含む） 22.7 21.9 18.0 18.5
人口30万人以上100万人未満の市 20.5 20.8 19.1 18.7
人口10万人以上30万人未満の市 21.6 21.6 22.5 22.5
人口10万人未満の市町村 35.1 35.7 40.3 40.3










業歴 N=3065 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
5年未満 13.8 12.4 9.7 9.9
5年以上～10年未満 9.7 10.1 6.5 6.6
10年以上～20年未満 18.8 19.7 18.4 20.0
20年以上～30年未満 14.3 14.4 12.2 11.5
30年以上 43.4 43.3 53.3 52.0
合計 100% 100% 100% 100%
社歴 N=3042 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
創業者 66.6 65.8 53.5 50.7
2代目 22.9 23.4 28.0 28.4
3代目以降 10.5 10.8 18.5 20.9
100% 100% 100% 100%
事業の継続性（後継者の決定） N=3010 Ｎ＝2444 Ｎ＝632 Ｎ＝454
決まっている 29.1 29.3 31.2 28.2
決まっていない 36.9 37.7 35.4 36.8
まだ決める時期ではない 17.1 17.1 22.3 24.9
自分の代でやめる 16.9 15.9 11.1 10.1







業歴 なし % あり %
5年未満 187 14.23 117 10.35
5年以上～10年未満 167 12.71 79 6.99
10年以上～20年未満 287 21.84 195 17.26
20年以上～30年未満 205 15.60 148 13.10
30年以上 468 35.62 591 52.30
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 75.222[0.000]
業種 なし % あり %
建設業 255 19.41 197 17.43
製造業 161 12.25 146 12.92
情報通信業 29 2.21 17 1.50
運輸業 35 2.66 35 3.10
卸売業 150 11.42 106 9.38
小売業 249 18.95 290 25.66
不動産業 58 4.41 35 3.10
飲食店・宿泊業 80 6.09 65 5.75
医療・福祉 31 2.36 35 3.10
教育学習支援業 9 0.68 9 0.80
サービス業 240 18.26 179 15.84
その他 17 1.29 16 1.42
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 24.667[0.010]
事業形態 なし % あり %
個人自営業 533 40.56 341 30.18
株式会社 380 28.92 403 35.66
有限会社 383 29.15 358 31.68
その他 18 1.37 28 2.48
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 32.201[0.000]
売上高規模 なし % あり %
1000万円以下 260 19.79 141 12.48
100万円以上3000万円以下 318 24.20 228 20.18
3000万円以上5000万円以下 196 14.92 153 13.54
5000万円以上1億円以下 210 15.98 195 17.26
1億円以上 330 25.11 413 36.55








従業員数の傾向 なし % あり %
増加傾向 140 10.65 130 11.50
あまり変わらない 973 74.05 781 69.12
減少傾向 201 15.30 219 19.38
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 8.354[0.015]
事業所の立地場所における人口規模 なし % あり %
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 322 24.51 213 18.85
人口30万人以上100万人未満の市 282 21.46 227 20.09
人口10万人以上30万人未満の市 296 22.53 232 20.53
人口10万人未満の市町村 414 31.51 458 40.53
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 24.414[0.000]
人口の増加傾向 なし % あり %
増加傾向 277 21.08 257 22.74
あまり変わらない 656 49.92 496 43.89
減少傾向 381 29.00 377 33.36






人口規模×人口の増加傾向 なし % あり %
立地場所の人口増加×
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 108 38.99 83 32.30
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市 72 25.99 64 24.90
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市 49 17.69 47 18.29
立地場所の人口増加×
人口10万人未満の市町村 48 17.33 63 24.51
合計 277 100 257 100
χ2[P] 5.070[0.167]
高齢化の程度 なし % あり %
全国平均よりも高齢化が進んでいる 299 22.75 312 27.61
全国平均と同程度に高齢化が進んでいる 866 65.91 688 60.88
全国平均ほど高齢化は進んでいない 122 9.28 99 8.76
高齢化するどころか、むしろ若い人口が増えている 27 2.05 31 2.74








何代目の経営者ですか なし % あり %
創業者 963 73.29 646 57.17
2代目 265 20.17 307 27.27
3代目 70 5.33 128 11.33
4代目以降 16 1.22 49 4.34








性別 なし % あり %
男性 1221 92.92 1040 92.04
女性 93 7.08 90 7.96
合計 1314 100 1130 100
χ2[P] 0.690[0.406]
後継者の決定 なし % あり %
決まっている 351 26.71 364 32.21
決まっていない 508 38.66 414 36.64
まだ決める時期ではない 206 15.68 213 18.85
自分の代でやめる 249 18.95 139 12.30





業歴 赤字 % 黒字 %
5年未満 27 10.00 34 9.39
5年以上～10年未満 9 3.33 32 8.84
10年以上～20年未満 44 16.30 72 19.89
20年以上～30年未満 30 11.11 47 12.98
30年以上 160 59.26 177 48.90
合計 270 100 362 100
χ2[P] 11.936[0.018]
業種 赤字 % 黒字 %
建設業 47 17.41 68 18.78
製造業 34 12.59 53 14.64
情報通信業 5 1.85 4 1.10
運輸業 11 4.07 4 1.10
卸売業 24 8.89 35 9.67
小売業 80 29.63 91 25.14
不動産業 4 1.48 18 4.97
飲食店・宿泊業 19 7.04 14 3.87
医療・福祉 6 2.22 13 3.59
教育学習支援業 5 1.85 1 0.28
サービス業 33 12.22 58 16.02
その他 2 0.74 3 0.83
合計 270 100 362 100
χ2[P] 23.200[0.017]
事業形態 赤字 % 黒字 %
個人自営業 71 26.30 107 29.56
株式会社 86 31.85 145 40.06
有限会社 103 38.15 102 28.18
その他 10 3.70 8 2.21
合計 270 100 362 100
χ2[P] 9.384[0.025]
売上高規模 赤字 % 黒字 %
1000万円以下 40 14.81 34 9.39
100万円以上3000万円以下 62 22.96 50 13.81
3000万円以上5000万円以下 29 10.74 50 13.81
5000万円以上1億円以下 48 17.78 64 17.68
1億円以上 91 33.70 164 45.30








従業員数の傾向 赤字 % 黒字 %
増加傾向 21 7.78 62 17.13
あまり変わらない 181 67.04 259 71.55
減少傾向 68 25.19 41 11.33
合計 270 100 362 100
χ2[P] 27.969[0.000]
事業所の立地場所における人口規模 赤字 % 黒字 %
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 42 15.56 72 19.89
人口30万人以上100万人未満の市 46 17.04 75 20.72
人口10万人以上30万人未満の市 65 24.07 77 21.27
人口10万人未満の市町村 117 43.33 138 38.12
合計 270 100 362 100
χ2[P] 4.287[0.232]
人口の増加傾向 赤字 % 黒字 %
増加傾向 43 15.93 102 28.18
あまり変わらない 123 45.56 153 42.27
減少傾向 104 38.52 107 29.56
合計 270 100 362 100




人口規模×人口の増加傾向 赤字 % 黒字 %
立地場所の人口増加×
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 14 32.56 29 28.43
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市 7 16.28 26 25.49
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市 12 27.91 18 17.65
立地場所の人口増加×
人口10万人未満の市町村 10 23.26 29 28.43
合計 43 100 102 100
χ2[P] 3.142[0.370]
高齢化の程度 赤字 % 黒字 %
全国平均よりも高齢化が進んでいる 88 32.59 91 25.14
全国平均と同程度に高齢化が進んでいる 166 61.48 224 61.88
全国平均ほど高齢化は進んでいない 12 4.44 38 10.50
高齢化するどころか、むしろ若い人口が増えている 4 1.48 9 2.49








何代目の経営者ですか 赤字 % 黒字 %
創業者 134 49.63 204 56.35
2代目 80 29.63 97 26.80
3代目 36 13.33 45 12.43
4代目以降 20 7.41 16 4.42








性別 赤字 % 黒字 %
男性 255 94.44 327 90.33
女性 15 5.56 35 9.67
合計 270 100 362 100
χ2[P] 3.591[0.058]
後継者の決定 赤字 % 黒字 %
決まっている 70 25.93 127 35.08
決まっていない 105 38.89 119 32.87
まだ決める時期ではない 58 21.48 83 22.93
自分の代でやめる 37 13.70 33 9.12
合計 270 100 362 100
χ2[P] 8.823[0.032]
「最も力を入れている活動」の領域 赤字 % 黒字 %
地域経済の振興に関する活動 66 24.44 81 22.38
地域の文化・環境に関する活動 106 39.26 168 46.41
地域の教育に関する活動 15 5.56 26 7.18
地域の雇用に関する活動 10 3.70 23 6.35
地域の治安・安全・防災に関する活動 58 21.48 40 11.05
地域の保健・医療・福祉に関する活動 15 5.56 24 6.63
合計 270 100 362 100
χ2[P] 15.961[0.007]
「最も力を入れている活動」を始めた理由 赤字 % 黒字 %
そもそもこの活動をするための企業（団体）だから 20 7.41 23 6.35
企業の業績向上に直結するから 15 5.56 26 7.18
長い目で見れば企業の利益になると思うから 30 11.11 44 12.15
企業の評判が高まると思うから 4 1.48 7 1.93
社員の士気を高めるため 5 1.85 3 0.83
従業員の確保につながるから 3 1.11 10 2.76
地域の企業として当然のことだから 143 52.96 184 50.83
加入している団体が決めたことだから 10 3.70 20 5.52
知人等に誘われたから 22 8.15 24 6.63
その他 18 6.67 21 5.8
合計 270 100 362 100
χ2[P] 28.612[0.001]  
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表5. 採算状況（黒字化）,N=454
業歴 赤字 % 黒字 %
5年未満 19 9.79 26 10.00
5年以上～10年未満 6 3.09 24 9.23
10年以上～20年未満 32 16.49 59 22.69
20年以上～30年未満 21 10.82 31 11.92
30年以上 116 59.79 120 46.15
合計 194 100 260 100
χ2[P] 12.562[0.014]
業種 赤字 % 黒字 %
建設業 37 19.07 54 20.77
製造業 24 12.37 38 14.62
情報通信業 4 2.06 3 1.15
運輸業 5 2.58 3 1.15
卸売業 16 8.25 22 8.46
小売業 60 30.93 57 21.92
不動産業 1 0.52 15 5.77
飲食店・宿泊業 16 8.25 7 2.69
医療・福祉 4 2.06 13 5
教育学習支援業 3 1.55 1 0.38
サービス業 23 11.86 44 16.92
その他 1 0.52 3 1.15
合計 194 100 260 100
χ2[P] 22.122[0.003]
事業形態 赤字 % 黒字 %
個人自営業 44 22.68 73 28.08
株式会社 63 32.47 109 41.92
有限会社 78 40.21 71 27.31
その他 9 4.64 7 2.69
合計 194 100 260 100
χ2[P] 10.701[0.013]
売上高規模 赤字 % 黒字 %
1000万円以下 26 13.40 24 9.23
100万円以上3000万円以下 43 22.16 33 12.69
3000万円以上5000万円以下 22 11.34 36 13.85
5000万円以上1億円以下 37 19.07 44 16.92
1億円以上 66 34.02 123 47.31








従業員数の傾向 赤字 % 黒字 %
増加傾向 17 8.76 46 17.69
あまり変わらない 125 64.43 186 71.54
減少傾向 52 26.80 28 10.77
合計 194 100 260 100
χ2[P] 23.414[0.000]
事業所の立地場所における人口規模 赤字 % 黒字 %
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 34 17.53 50 19.23
人口30万人以上100万人未満の市 30 15.46 55 21.15
人口10万人以上30万人未満の市 47 24.23 55 21.15
人口10万人未満の市町村 83 42.78 100 38.46
合計 194 100 260 100
χ2[P] 3.078[0.380]
事業所の立地場所の人口傾向 赤字 % 黒字 %
増加傾向 32 16.49 74 28.46
あまり変わらない 86 44.33 114 43.85
減少傾向 76 39.18 72 27.69
合計 194 100 260 100




人口規模×人口が増加傾向 赤字 % 黒字 %
立地場所の人口増加×
人口100万人以上の市（東京23区を含む） 12 37.50 19 25.68
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市 4 12.50 19 25.68
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市 9 28.13 13 17.57
立地場所の人口増加×
人口10万人未満の市町村 7 21.88 23 31.08
合計 32 100 74 100
χ2[P] 4.724[0.193]
高齢化の程度 赤字 % 黒字 %
全国平均よりも高齢化が進んでいる 70 36.08 63 24.23
全国平均と同程度に高齢化が進んでいる 112 57.73 164 63.08
全国平均ほど高齢化は進んでいない 9 4.64 26 10.00
高齢化するどころか、むしろ若い人口が増えている 3 1.55 7 2.69








何代目の経営者ですか 赤字 % 黒字 %
創業者 79 40.72 151 58.08
2代目 65 33.51 64 24.62
3代目 31 15.98 33 12.69
4代目以降 19 9.79 12 4.62








性別 赤字 % 黒字 %
男性 187 96.39 237 91.15
女性 7 3.61 23 8.85
合計 194 100 260 100
χ2[P] 4.939[0.026]
後継者の決定 赤字 % 黒字 %
決まっている 41 21.13 87 33.46
決まっていない 80 41.24 87 33.46
まだ決める時期ではない 48 24.74 65 25.00
自分の代でやめる 25 12.89 21 8.08
合計 194 100 260 100
χ2[P] 10.354[0.016]
「最も力を入れている活動」の領域 赤字 % 黒字 %
地域経済の振興に関する活動 57 29.38 59 22.69
地域の文化・環境に関する活動 71 36.6 115 44.23
地域の教育に関する活動 12 6.19 19 7.31
地域の雇用に関する活動 8 4.12 16 6.15
地域の治安・安全・防災に関する活動 35 18.04 30 11.54
地域の保健・医療・福祉に関する活動 11 5.67 21 8.08
合計 194 100 260 100
χ2[P] 8.791[0.118]  
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表6. 基本統計量(N=2444)
平均値 標準偏差 最大値 最小値
社会貢献活動あり＝１ 0.462 0.499 1 0
業歴
5年未満=1 0.124 0.330 1 0
5年以上～10年未満=1 0.101 0.301 1 0
10年以上～20年未満=1 0.197 0.398 1 0
20年以上～30年未満=1 0.144 0.352 1 0
＜30年以上：基準＞
株式会社=1 0.320 0.467 1 0
従業員数：増加傾向=1 0.110 0.314 1 0
全国平均よりも高齢化が進んでいる=1 0.250 0.433 1 0
交差項
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市=1 0.056 0.229 1 0
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市=1 0.039 0.194 1 0
立地場所の人口増加×




建設業=1 0.185 0.388 1 0
製造業=1 0.126 0.331 1 0
卸売業=1 0.105 0.306 1 0
小売業=1 0.221 0.415 1 0
不動産業=1 0.038 0.191 1 0
サービス業=1 0.171 0.377 1 0
＜その他：基準＞
加入している団体数 1.492 1.070 7 0
（加入団体数）2/100 0.034 0.044 0.490 0
創業者=1 0.658 0.474 1 0
年齢 55.647 10.907 89 24
（年齢）2/100 32.155 12.043 79.210 5.760
男性=1 0.925 0.263 1 0
売上高規模
1000万円以下=1 0.164 0.370 1 0
100万円以上3000万円以下=1 0.223 0.417 1 0
3000万円以上5000万円以下=1 0.143 0.350 1 0







平均値 標準偏差 最大値 最小値
採算状況、黒字傾向＝１ 0.573 0.495 1 0
業歴
5年未満=1 0.097 0.296 1 0
5年以上～10年未満=1 0.065 0.246 1 0
10年以上～20年未満=1 0.184 0.387 1 0
20年以上～30年未満=1 0.122 0.327 1 0
＜30年以上：基準＞
株式会社=1 0.366 0.482 1 0
従業員数：増加傾向=1 0.131 0.338 1 0
全国平均よりも高齢化が進んでいる=1 0.283 0.451 1 0
交差項
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市=1 0.052 0.223 1 0
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市=1 0.047 0.213 1 0
立地場所の人口増加×




建設業=1 0.182 0.386 1 0
製造業=1 0.138 0.345 1 0
卸売業=1 0.093 0.291 1 0
小売業=1 0.271 0.445 1 0
不動産業=1 0.035 0.183 1 0
サービス業=1 0.144 0.351 1 0
＜その他：基準＞
加入団体数 1.922 1.138 7 0
（加入団体数）2/100 0.050 0.054 0.490 0
創業者=1 0.535 0.499 1 0
年齢 54.177 10.613 88 28
（年齢）2/100 30.476 11.772 77.440 7.840
男性=1 0.921 0.270 1 0
社会貢献活動の領域
地域経済の振興に関する活動=1 0.233 0.423 1 0
地域の教育に関する活動=1 0.065 0.246 1 0
地域の雇用に関する活動=1 0.052 0.223 1 0
地域の治安・安全・防災に関する活動=1 0.155 0.362 1 0
地域の保健・医療・福祉に関する活動=1 0.062 0.241 1 0
＜地域の文化・環境に関する活動：基準＞
「最も力を入れている活動」を始めた理由
そもそもこの活動をするための企業（団体）だから=1 0.068 0.252 1 0
企業の業績向上に直結するから=1 0.065 0.246 1 0
長い目で見れば企業の利益になると思うから=1 0.117 0.322 1 0
企業の評判が高まると思うから=1 0.017 0.131 1 0
社員の士気を高めるため=1 0.013 0.112 1 0
従業員の確保につながるから=1 0.021 0.142 1 0
地域の企業として当然のことだから=1 0.517 0.500 1 0




平均値 標準偏差 最大値 最小値
採算状況、黒字傾向＝１ 0.573 0.495 1 0
業歴
5年未満=1 0.099 0.299 1 0
5年以上～10年未満=1 0.066 0.249 1 0
10年以上～20年未満=1 0.200 0.401 1 0
20年以上～30年未満=1 0.115 0.319 1 0
＜30年以上：基準＞
株式会社=1 0.379 0.486 1 0
従業員数：増加傾向=1 0.139 0.346 1 0
全国平均よりも高齢化が進んでいる 0.293 0.456 1 0
交差項
立地場所の人口増加×
人口30万人以上100万人未満の市=1 0.051 0.220 1 0
立地場所の人口増加×
人口10万人以上30万人未満の市=1 0.048 0.215 1 0
立地場所の人口増加×




建設業=1 0.200 0.401 1 0
製造業=1 0.137 0.344 1 0
卸売業=1 0.084 0.277 1 0
小売業=1 0.258 0.438 1 0
不動産業=1 0.035 0.185 1 0
サービス業=1 0.148 0.355 1 0
＜その他：基準＞
加入団体数 1.963 1.168 7 0
（加入団体数）2/100 0.052 0.057 0.490 0
創業者=1 0.507 0.501 1 0
年齢 52.518 9.790 88 28
（年齢）2/100 28.537 10.560 77.440 7.840
男性=1 0.934 0.249 1 0
社会貢献活動の領域
地域経済の振興に関する活動=1 0.256 0.437 1 0
地域の教育に関する活動=1 0.068 0.253 1 0
地域の雇用に関する活動=1 0.053 0.224 1 0
地域の治安・安全・防災に関する活動=1 0.143 0.351 1 0
地域の保健・医療・福祉に関する活動=1 0.070 0.256 1 0
＜地域の文化・環境に関する活動：基準＞
「最も力を入れている活動」を始めた理由
そもそもこの活動をするための企業（団体）だから=1 0.064 0.245 1 0
企業の業績向上に直結するから=1 0.068 0.253 1 0
長い目で見れば企業の利益になると思うから=1 0.132 0.339 1 0
企業の評判が高まると思うから=1 0.020 0.140 1 0
社員の士気を高めるため=1 0.007 0.081 1 0
従業員の確保につながるから=1 0.018 0.132 1 0
地域の企業として当然のことだから=1 0.513 0.500 1 0




的確なマネージャーがいる=1 0.570 0.496 1 0
人手は足りている=1 0.458 0.499 1 0
資金は足りている=1 0.372 0.484 1 0  
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表6-1.社会貢献活動の有無の検証結果
変数＼回帰式 (1) (2) (3)
定数項 [-] [-] [-]
















株式会社 [+] 0.064[3.025***] [+]














人口30万人以上100万人未満の市 [+] [+] なし
立地場所の人口増加×




































擬似決定係数 0.092 0.089 0.091
対数尤度 -1531.88 -1536.90 -1533.76
尤度比 310.48*** 300.44*** 306.72***
注．1.従属変数は「社会貢献活動の有無」で、活動あり＝１、なし＝0である。
     サンプル数は2444である。
    2.回帰係数ではなく、限界効果である。括弧内の数値は回帰係数のt値である。
     有意水準：***1%,**5%,*10%。
     [+]は回帰係数の符号はプラスであるが、有意性はないことを示す。
     [-]は回帰係数の符号はマイナスであるが、有意性はないことを示す。
    3.全てのモデルは6種類の業種ダミーを含むが、ここでは表記を省略している。
    4.立地場所の人口増加と人口規模を分けて検証しても結果は同じである。
    以下、同じ。  
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表7-1. 採算（黒字傾向）の検証結果（N＝632）　
変数＼回帰式 (1) (2) (3)
定数項 [-] [-] [-]




































全国平均よりも高齢化が進んでいる [-] [-] [-]
加入団体数 [-] [-] [-]
（加入団体数）2／100 [-] [-] [-]
創業者 [-] [-] [-]
年齢 [+] [+] [+]







地域経済の振興に関する活動 [-] なし [-]
地域の教育に関する活動 [-] なし [-]






そもそもこの活動をするための企業（団体）だから [+] [+] なし
企業の業績向上に直結するから [+] [+] なし
長い目で見れば企業の利益になると思うから [+] [+] なし
企業の評判が高まると思うから [+] [+] なし
社員の士気を高めるため [-] [-] なし
従業員の確保につながるから [+] [+] なし




擬似決定係数 0.091 0.081 0.082
対数尤度 -392.01 -396.19 -395.71
尤度比 78.66*** 70.30*** 71.26***
注．従属変数は採算状況であり、黒字傾向＝１、赤字傾向＝０である。






変数＼回帰式 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12)
定数項 [+] [+] [+] [-] [+] [+] [+] [-] [+] [+] [+] [+]
























10年以上～20年未満 [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] 0.122[1.724*] [+] [+] [+] [+]























































































































地域経済の振興に関する活動 [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし [-] [-] [-] [-]
地域の教育に関する活動 [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし [-] [-] [-] [-]
地域の雇用に関する活動 [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし [-] [-] [-] [-]
地域の治安・安全・防災に関する活動 [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし [-] 0.111[-1.673*] [-] [-]
地域の保健・医療・福祉に関する活動 [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし [-] [-] [-] [+]
活動する理由
そもそもこの活動をするための企業（団体）だから [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] なし なし なし なし
企業の業績向上に直結するから [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] なし なし なし なし
長い目で見れば企業の利益になると思うから [+] [+] [+] 0.162[1.847*] [+] [+] [+]
0.162













[1.723*] なし なし なし なし
社員の士気を高めるため [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] なし なし なし なし
従業員の確保につながるから [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] [+] なし なし なし なし















[1.866*] なし なし なし なし
備えておくべきこと
敵確なマネージャーがいる なし 0.105[2.382**] なし なし なし
0.107
[2.424**] なし なし なし
0.102
[2.295**] なし なし
人手は足りている なし なし 0.124[2.832***] なし なし なし
0.129
[2.973***] なし なし なし
0.127
[2.899***} なし
資金は足りている なし なし なし 0.170[3.595***] なし なし なし
0.174
[3.716***] なし なし なし
0.172
[3.654***]
擬似決定係数 0.142 0.151 0.155 0.163 0.137 0.147 0.152 0.160 0.129 0.138 0.143 0.151
対数尤度 -265.84 -262.99 -261.81 -259.28 -267.31 -264.36 -262.87 -260.28 -269.86 -267.22 -265.63 -263.08
尤度比 88.06*** 93.76*** 96.12*** 101.18*** 85.12*** 91.02*** 94.00*** 99.18*** 80.02*** 85.30*** 88.48*** 93.58***
注． 1.従属変数は採算状況であり、黒字傾向＝１、赤字傾向＝０である。サンプル数は454である。
     2. 「最も力を入れている活動」を実施するにあたって備えておくべきことを示す変数間での相関係数は大きく、多重共線性の問題が発生する可能性があるので、個別に導入した。
       この変数は6個あるが、推定式において有意性のない変数は掲載していない。
     3. 「全国平均よりも高齢化が進んでいる」、「加入団体数」、「創業者」と「年齢」に関する検証結果は前掲表7-1と同じく、統計上の有意性はないので掲載していない。  
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